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（厚 生 労 働 省 所 管）

7 　労 働 保 険 特 別 会 計

この会計は、「労働者災害補償保険法」（昭 22 法 50）による労働者災害補償保険事業及び「雇用保険

法」（昭 49 法 116）による雇用保険事業に関する政府の経理を明確にするため、「特別会計に関する法

律」（平 19 法 23。以下「法」という。）第 2 条第 1 項第 7 号の規定により設置されたものであり、労災勘

定、雇用勘定及び徴収勘定に区分されている。

（ 1 ）　労　災　勘　定

この勘定は、労働者災害補償保険事業の保険収支（徴収勘定に係るものを除く。）を経理するもの

で、事業主から徴収する保険料等に相当する金額の徴収勘定からの受入金、運用収入及び一般会計

からの受入金を主な財源として保険給付等を行っている。

（Ⅰ）　歳入歳出決算の概要

（単位　百万円）

歳　　　　　入 歳　　　　　出

他 勘 定 よ り 受 入

一 般 会 計 よ り 受 入

未 経 過 保 険 料 受 入

支 払 備 金 受 入

運 用 収 入

雑 収 入

前 年 度 繰 越 資 金 受 入

計

850,789
8

22,464
169,004
106,093

24,423
1,781

1,174,565

労 働 安 全 衛 生 対 策 費

保 険 給 付 費

職務上年金給付費年金特別会
計へ繰入

職務上年金給付費等交付金

社 会 復 帰 促 進 等 事 業 費

独立行政法人労働者健康安全
機構運営費

独立行政法人労働者健康安全
機構施設整備費

仕 事 生 活 調 和 推 進 費

中小企業退職金共済等事業費

独立行政法人労働政策研究・
研修機構運営費

独立行政法人労働政策研究・
研修機構施設整備費

個 別 労 働 紛 争 対 策 費

業 務 取 扱 費

施 設 整 備 費

保険料返還金等徴収勘定へ繰
入

予 備 費

計

27,792
724,999

6,466

5,315
108,555

12,022

827

10,419
1,641

106

65

2,013
59,412

814

37,560

―

998,013

翌 年 度 へ 繰 越 額

未経過保険料に相当する額

支 払 備 金 に 相 当 す る 額

1,062
22,949

166,424積 立 金 か ら 補 足 す る 額 13,885
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（歳　　　入）

　令和 3 年度における歳入予算額は 1,168,749,167 千円

である。

　この予算額に対し

　収納済歳入額は 1,174,565,671 千円

であって、差引き 5,816,504 千円

の増加となった。これは労働時間等設定改善援助事業委託費の返納金があったこと等により、返

納金が多かったこと等のためである。

　本年度における収納済歳入額等を事項別に示せば、次のとおりである。

（単位　千円）

事 　 　 　 項 歳入予算額 収納済歳入額
　歳入予算額と収納
　済歳入額との差

歳入予算額に
対する収納済
歳入額の割合

（％）

他 勘 定 よ り 受 入 850,789,614 850,789,614 ― 100
一 般 会 計 よ り 受 入 8,248 8,248 ― 100
未 経 過 保 険 料 受 入 22,498,841 22,464,346 △ 34,494 99
支 払 備 金 受 入 168,831,573 169,004,999 173,426 100
運 用 収 入 105,663,970 106,093,806  429,836 100
雑 収 入 20,956,921 24,423,477 3,466,556 116
前 年 度 繰 越 資 金 受 入 ― 1,781,179 1,781,179 ―

計 1,168,749,167 1,174,565,671 5,816,504 100

（歳　　　出）

　令和 3 年度における歳出予算現額は 1,094,399,379 千円

であって、その内訳は

　歳出予算額 1,092,618,200 千円

　前年度繰越額 1,781,179 千円

である。

　この予算現額に対し

　支出済歳出額は 998,013,535 千円

　翌年度繰越額は 1,062,904 千円

　不用額は 95,322,939 千円

であって、翌年度繰越額は、独立行政法人労働者健康安全機構施設整備費補助金において、計画

に関する諸条件等により事業の実施に不測の日数を要したため、年度内に支出を終わらなかった

こと等によるものであり、不用額は、休業補償給付及び遺族補償年金の支給額が予定を下回った

こと等により、保険給付費を要することが少なかったこと等のため生じたものである。

　本年度における支出済歳出額等を主要経費別及び事項別に示せば、次のとおりである。

（主　要　経　費　別） 　 　　　　　　　　　　（単位　千円）

主　要　経　費 歳出予算額 歳出予算現額 支出済歳出額 翌年度繰越額 不　用　額
歳出予算現額
に対する支出
済歳出額の割
合　　　（％）

社 会 保 障 関 係 費

雇用労災対策費 1,086,218,200 1,087,999,379 998,013,535 1,062,904 88,922,939 91
予 備 費 6,400,000 6,400,000 ― ― 6,400,000 ―

計 1,092,618,200 1,094,399,379 998,013,535 1,062,904 95,322,939 91
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（事　　　項　　　別）　　　　　　　　　　　　（単位　千円）

事 　 　 　 項 歳出予算額 歳出予算現額 支出済歳出額 翌年度繰越額 差　引　額
歳出予算現額
に対する支出
済歳出額の割
合　　　（％）

労働安全衛生対策に
必要な経費 29,083,178 29,747,920 27,792,885 ― 1,955,034 93

保険給付に必要な経
費 773,432,875 773,432,875 724,999,380 ― 48,433,494 93

職務上年金給付費の
財源の年金特別会計
厚生年金勘定へ繰入
れに必要な経費

6,466,116 6,466,116 6,466,115 ― 0 99

職務上年金給付費等
交付金に必要な経費 5,315,918 5,315,918 5,315,918 ― ― 100

被災労働者等の社会
復帰促進・援護等に
必要な経費

139,991,956 140,449,852 108,555,199 48,383 31,846,268 77

独立行政法人労働者
健康安全機構運営費
交付金に必要な経費

12,022,985 12,022,985 12,022,985 ― ― 100

独立行政法人労働者
健康安全機構施設整
備に必要な経費

1,317,664 1,439,507 827,729 567,545 44,232 57

仕事と生活の調和の
推進に必要な経費 11,959,588 12,382,293 10,419,051 ― 1,963,241 84

中小企業退職金共済
等事業に必要な経費 1,641,698 1,641,698 1,641,698 ― ― 100

独立行政法人労働政
策研究・研修機構運
営費交付金に必要な
経費

106,238 106,238 106,238 ― ― 100

独立行政法人労働政
策研究・研修機構施
設整備に必要な経費

93,093 93,093 65,414 ― 27,678 70

個別労働紛争対策に
必要な経費 2,172,359 2,172,359 2,013,264 ― 159,094 92

業務取扱いに必要な
経費 34,773,511 34,773,511 32,878,416 ― 1,895,094 94

保険給付業務に必要
な経費 28,851,624 28,851,624 26,533,765 ― 2,317,858 91

施設整備に必要な経
費 1,314,693 1,428,686 814,553 446,976 167,157 57

保険料返還金等の財
源の徴収勘定へ繰入
れに必要な経費

37,674,704 37,674,704 37,560,920 ― 113,784 99

予 備 費 6,400,000 6,400,000 ― ― 6,400,000 ―

計 1,092,618,200 1,094,399,379 998,013,535 1,062,904 95,322,939 91

（Ⅱ）　経費の概要及び事業実績

（ 1 ）　保 険 給 付 費

「労働者災害補償保険法」に基づく保険給付等として 724,999,380千円を支給した。

なお、平成 29 年度から令和 3 年度までの各年度における保険給付等の支給状況を示せば、次

のとおりである。

（単位　百万円）

区　　　　　　 分 29　年　度 30　年　度 元　年　度 2 　年　度 3 　年　度

療 養（ 補 償 ） 給 付 238,087 249,799 249,140 244,242 248,436
休 業（ 補 償 ） 給 付 95,971 98,106 98,027 97,974 95,470
障 害（ 補 償 ） 一 時 金 29,891 30,135 30,591 30,585 29,591
遺 族（ 補 償 ） 一 時 金 7,544 7,614 6,776 6,935 6,863
葬 祭 料（ 葬 祭 給 付 ） 2,088 2,094 1,912 1,953 1,912
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（単位　百万円）

区　　　　　　 分 29　年　度 30　年　度 元　年　度 2 　年　度 3 　年　度

介 護（ 補 償 ） 給 付 6,408 6,372 7,530 7,950 7,842
特 別 遺 族 一 時 金 145 141 164 109 121
年 金 等 給 付 356,692 350,556 359,987 341,761 333,168
二次健康診断等給付 1,161 1,276 1,434 1,315 1,592

計 737,991 746,097 755,565 732,830 724,999

（ 2 ）　社会復帰促進等事業費

「労働者災害補償保険法」に基づく特別支給金等として 88,793,852千円を支出した。

なお、平成 29 年度から令和 3 年度までの各年度における特別支給金の支給状況を示せば、次

のとおりである。

（単位　百万円）

区 分 29　年　度 30　年　度 元　年　度 2 　年　度 3 　年　度

休 業 特 別 支 給 金 32,702 33,379 33,357 33,320 32,391
障 害 特 別 支 給 金 23,247 22,996 23,566 22,569 21,712
遺 族 特 別 支 給 金 32,529 31,985 32,127 30,814 30,112
傷 病 特 別 支 給 金 2,645 2,433 2,253 2,122 1,898
障 害 特 別 一 時 金 2,090 2,165 2,229 2,197 2,215
遺 族 特 別 一 時 金 512 531 491 455 463

計 93,727 93,491 94,027 91,479 88,793

（ 3 ）　独立行政法人労働者健康安全機構運営費

独立行政法人労働者健康安全機構が行う業務の財源の一部に充てるため、同機構に対し

12,022,985 千円の運営費交付金を交付した。

独立行政法人労働者健康安全機構は、労働者の業務上の負傷又は疾病に関する療養の向上、労

働者の健康の保持増進及び労働者の福祉の増進に寄与するため、療養施設及び労働者の健康に関

する業務を行う者に対する研修、情報の提供、相談その他の援助を行うための施設の設置及び運

営等の業務を行うとともに、未払賃金立替払事業等を行った。また、職場における労働者の安全

及び健康の確保を図るため、事業場における災害の予防に係る事項並びに労働者の健康の保持増

進に係る事項及び職業性疾病の病因、診断、予防その他の職業性疾病に係る事項に関して臨床で

得られた知見を活用しつつ、総合的な調査及び研究並びにその成果の普及を行った。

（ 4 ）　独立行政法人労働者健康安全機構施設整備費

独立行政法人労働者健康安全機構が施行する高尾みころも霊堂等の整備費に充てるため、同機

構に対し 827,729 千円を補助した。

（ 2 ）　雇　用　勘　定

この勘定は、雇用保険事業の保険収支（徴収勘定に係るものを除く。）を経理するもので、事業主

等から徴収する保険料等に相当する金額の徴収勘定からの受入金、国庫負担金及び運用収入を主な

財源として失業等給付、育児休業給付のほか附帯事業として雇用安定事業及び能力開発事業並びに

「雇用保険法等の一部を改正する法律」（平 19 法 30。以下「平成 19 年改正法」という。）附則第 6 条第

1 項に規定する暫定雇用福祉事業を行っている。
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（Ⅰ）　歳入歳出決算の概要

（ 1 ）　育児休業給付、雇用安定事業及び能力開発事業並びに平成 19 年改正法附則第 6 条第 1 項に

規定する暫定雇用福祉事業以外の事業に係るもの

（単位　百万円）

歳　　　　　入 歳　　　　　出

他 勘 定 よ り 受 入

一 般 会 計 よ り 受 入

積 立 金 よ り 受 入

運 用 収 入

雑 収 入

前年度国庫負担金受入超過額
受入

前 年 度 繰 越 資 金 受 入

390,987

1,765,329

916,953

8

2,256

824

592

失 業 等 給 付 費

就 職 支 援 法 事 業 費

独立行政法人高齢・障害・求
職者雇用支援機構運営費

業 務 取 扱 費

施 設 整 備 費

保険料返還金等徴収勘定へ繰
入

予 備 費

計

1,309,311

12,676

2,441

104,996

2,901

6,221

―

1,438,549

計 3,076,954

翌 年 度 へ 繰 越 額

「雇用保険法等の一部を改正
する法律」(令4法12。以下「令
和 4 年改正法」という。）第 5
条の規定による改正前の法第
105 条に規定する超過額に相
当する額

積立金として積み立てる額

1,230

12,188

1,624,985

（ 2 ）　育児休業給付に係るもの

（単位　百万円）

歳　　　　　入 歳　　　　　出

他 勘 定 よ り 受 入

一 般 会 計 よ り 受 入

運 用 収 入

雑 収 入

前年度国庫負担金受入超過額
受入

前 年 度 繰 越 資 金 受 入

781,597

7,965

0

443

394

41

育 児 休 業 給 付 費

業 務 取 扱 費

施 設 整 備 費

育児休業給付資金へ繰入

保険料返還金等徴収勘定へ繰
入

計

645,172

7,419

205

66,214

12,443

731,454

計 790,443

翌 年 度 へ 繰 越 額

令和 4 年改正法第 5 条の規定
による改正前の法第 105 条に
規定する超過額に相当する額

育児休業給付資金に組み入れ
る額

86

246

58,655
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（ 3 ）　雇用安定事業及び能力開発事業並びに平成 19 年改正法附則第 6 条第 1 項に規定する暫定雇

用福祉事業に係るもの

（単位　百万円）

歳　　　　　入 歳　　　　　出

他 勘 定 よ り 受 入

一 般 会 計 よ り 受 入

積 立 金 よ り 受 入

運 用 収 入

独立行政法人高齢・障害・求
職者雇用支援機構納付金

独立行政法人労働政策研究・
研修機構納付金

雑 収 入

前年度国庫負担金受入超過額
受入

前 年 度 繰 越 資 金 受 入

計

585,898

455,205

610,336

0

0

28

30,889

380,607

682,132

2,745,100

労使関係安定形成促進費

男 女 均 等 雇 用 対 策 費

中小企業退職金共済等事業費

独立行政法人勤労者退職金共
済機構運営費

個 別 労 働 紛 争 対 策 費

職 業 紹 介 事 業 等 実 施 費

地域雇用機会創出等対策費

高齢者等雇用安定・促進費

職 業 能 力 開 発 強 化 費

若年者等職業能力開発支援費

独立行政法人高齢・障害・求
職者雇用支援機構運営費

独立行政法人高齢・障害・求
職者雇用支援機構施設整備費

障害者職業能力開発支援費

技 能 継 承・ 振 興 推 進 費

独立行政法人労働政策研究・
研修機構運営費

独立行政法人労働政策研究・
研修機構施設整備費

保険料返還金等徴収勘定へ繰
入

計

384

13,655

5,924

29

2,017

77,039

2,327,870

192,053

53,701

3,075

64,655

3,838

1,546

3,783

1,871

65

9,332

2,760,846

翌 年 度 へ 繰 越 額

令和 4 年改正法第 5 条の規定
による改正前の法第 105 条に
規定する超過額に相当する額

505,519

313,073
積 立 金 か ら 補 足 す る 額 834,338

　（歳　　　入）

　令和 3 年度における歳入予算額は 6,031,435,615 千円

であって、その内訳は

　当初予算額 3,820,413,132 千円

　予算補正追加額 2,643,495,895 千円

　予算補正修正減少額 432,473,412 千円

であり、予算補正追加額は、「雇用保険法」附則第 14 条の 2 第 1 項の規定による求職者給付及び

介護休業給付金の支給に要する費用に充てるための国庫負担金の一般会計からの受入見込額の増

加等を補正追加したものであり、予算補正修正減少額は、一般会計より受入の増加等に伴う積立

金からの受入見込額を修正減少したものである。

　この予算額に対し

　収納済歳入額は 6,612,498,013 千円

であって、差引き 581,062,398 千円
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の増加となった。これは前年度において地域雇用機会創出等対策費の繰越しがあったこと等によ

り、前年度繰越資金受入があったこと等のためである。

　本年度における収納済歳入額等を事項別に示せば、次のとおりである。

（単位　千円）

事 　 　 　 項 歳入予算額 収納済歳入額 　歳入予算額と収納
　済歳入額との差

歳入予算額に
対する収納済
歳入額の割合

（％）

他 勘 定 よ り 受 入 1,765,009,537 1,758,483,918 △ 6,525,618 99
一 般 会 計 よ り 受 入 2,235,069,986 2,228,500,666 △ 6,569,319 99
積 立 金 よ り 受 入 1,629,389,318 1,527,290,866 △ 102,098,451 93
運 用 収 入 23,618 10,177 △ 13,440 43
独立行政法人高齢・障害・求
職者雇用支援機構納付金 638 865  227 135

独立行政法人労働政策研究・
研修機構納付金 29,206 28,680 △ 525 98

雑 収 入 21,305,924 33,589,403  12,283,479 157
前年度国庫負担金受入超過額
受入 380,607,388 381,826,625 1,219,237 100

前 年 度 繰 越 資 金 受 入 ― 682,766,809 682,766,809 ―

計 6,031,435,615 6,612,498,013  581,062,398 109

（歳　　　出）

　令和 3 年度における歳出予算現額は 5,754,449,964 千円

であって、その内訳は

　歳出予算額 5,071,683,155 千円

　　当初予算額 3,820,413,132 千円

　　予算補正追加額 1,254,741,645 千円

　　予算補正修正減少額 3,471,622 千円

　前年度繰越額 682,766,809 千円

であり、予算補正追加額は、コロナ克服・新時代開拓のための経済対策の一環として、感染症の

影響により厳しい状況にある生活・暮らしを支援するため「雇用保険法」第 62 条の規定による雇

用安定事業として行う雇用調整助成金及び新型コロナウイルス感染症対応休業支援金の支給等に

必要な経費等を補正追加したものであり、予算補正修正減少額は、男女労働者の均等な雇用環境

等の整備に必要な既定予算の不用額を修正減少したものである。

　この予算現額に対し

　支出済歳出額は 4,930,850,699 千円

　翌年度繰越額は 506,836,658 千円

　不用額は 316,762,606 千円

であって、翌年度繰越額は、雇用安定等給付金において、計画に関する諸条件により事業の実施

に不測の日数を要したため、年度内に支出を終わらなかったこと等によるものであり、不用額

は、失業等給付費において、一般求職者給付及び高年齢雇用継続給付が予定を下回ったこと等に

より、失業等給付金を要することが少なかったこと等のため生じたものである。

　本年度における支出済歳出額等を主要経費別及び事項別に示せば、次のとおりである。
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（主　要　経　費　別）　　 　　　　　　　　　　（単位　千円）

主　要　経　費 歳出予算額 歳出予算現額 支出済歳出額 翌年度繰越額 不　用　額
歳出予算現額
に対する支出
済歳出額の割
合　　　（％）

社 会 保 障 関 係 費 5,016,683,155 5,699,449,964 4,930,850,699 506,836,658 261,762,606 86
少 子 化 対 策 費 765,373,078 765,373,078 711,386,649 ― 53,986,428 92
雇用労災対策費 4,251,310,077 4,934,076,886 4,219,464,049 506,836,658 207,776,178 85

予 備 費 55,000,000 55,000,000 ― ― 55,000,000 ―

計 5,071,683,155 5,754,449,964 4,930,850,699 506,836,658 316,762,606 85

（事　　　項　　　別）　　　 　　　　　　　　　（単位　千円）

事　　　 項 歳出予算額 歳出予算現額 支出済歳出額 翌年度繰越額 差　引　額

歳出予算現額
に対する支出
済歳出額の割
合　　　（％）

安定した労使関係の
形成促進に必要な経
費

390,835 390,835 384,534 ― 6,300 98

男女労働者の均等な
雇用環境等の整備に
必要な経費

14,825,006 14,825,006 13,655,896 ― 1,169,109 92

中小企業退職金共済
等事業に必要な経費 5,924,267 5,924,267 5,924,267 ― ― 100

独立行政法人勤労者
退職金共済機構運営
費交付金に必要な経
費

29,604 29,604 29,604 ― ― 100

個別労働紛争対策に
必要な経費 2,172,339 2,172,339 2,017,137 ― 155,201 92

職業紹介事業等の実
施に必要な経費 86,530,172 86,530,172 77,039,899 223,182 9,267,089 89

地域及び中小企業等
における雇用機会の
創出等に必要な経費

1,650,710,128 2,835,408,966 2,327,870,511 496,007,336 11,531,117 82

高齢者等の雇用の安
定・促進に必要な経
費

237,583,540 251,754,759 192,053,352 8,264,148 51,437,257 76

失業等給付に必要な
経費 1,927,225,530 1,409,225,530 1,309,311,592 ― 99,913,937 92

育児休業給付に必要
な経費 699,158,480 699,158,480 645,172,051 ― 53,986,428 92

就職支援法事業に必
要な経費 22,770,675 22,770,675 12,676,822 ― 10,093,852 55

職業能力開発の強化
に必要な経費 67,037,187 67,213,964 53,701,762 123,824 13,388,378 79

若年者等に対する職
業能力開発の支援に
必要な経費

3,594,862 3,594,862 3,075,270 ― 519,591 85

独立行政法人高齢・
障害・求職者雇用支
援機構運営費交付金
に必要な経費

67,097,634 67,097,634 67,097,634 ― ― 100

独立行政法人高齢・
障害・求職者雇用支
援機構施設整備に必
要な経費

4,442,420 5,527,959 3,838,618 900,814 788,526 69

障害者に対する職業
能力開発の支援に必
要な経費

1,756,920 1,756,920 1,546,799 ― 210,120 88

技能継承・振興の推
進に必要な経費 3,994,987 3,994,987 3,783,577 ― 211,409 94

独立行政法人労働政
策研究・研修機構運
営費交付金に必要な
経費

1,871,304 1,871,304 1,871,304 ― ― 100

独立行政法人労働政
策研究・研修機構施
設整備に必要な経費

93,093 93,093 65,414 ― 27,678 70



（ 286 ）

（単位　千円）

事　　　 項 歳出予算額 歳出予算現額 支出済歳出額 翌年度繰越額 差　引　額

歳出予算現額
に対する支出
済歳出額の割
合　　　（％）

業務取扱いに必要な
経費 73,238,624 73,341,655 71,915,926 183,333 1,242,394 98

失業等給付業務に必
要な経費 47,281,256 47,281,256 40,499,618 223,182 6,558,454 85

施設整備に必要な経
費 3,865,084 4,396,488 3,106,902 910,836 378,749 70

育児休業給付資金へ
繰入れに必要な経費 66,214,598 66,214,598 66,214,598 ― ― 100

保険料返還金等の財
源の徴収勘定へ繰入
れに必要な経費

28,874,610 28,874,610 27,997,601 ― 877,009 96

予 備 費 55,000,000 55,000,000 ― ― 55,000,000 ―

計 5,071,683,155 5,754,449,964 4,930,850,699 506,836,658 316,762,606 85

（Ⅱ）　経費の概要及び事業実績

（ 1 ）　失業等給付費

「雇用保険法」に基づく失業等給付費として、労働者が失業した場合にその生活の安定を図るた

めに支給される求職者給付、再就職を援助・促進するための就職促進給付、労働者の主体的な能

力開発の取組を支援するための教育訓練給付及び労働者について雇用の継続が困難となる事由が

発生した場合にその雇用の安定を図るために支給される雇用継続給付のため、1,309,311,592 千

円を支出した。

令和 3 年度における失業等給付費の実績を予定と対比して示せば、次のとおりである。

区 　 分
受　給　者　数（千人） 平 均 給 付 額（円）

予　　　定 実　　　績 予　　　定 実　　　績

求 職 者 給 付

一般求職者給付(所定給付日数分) (592) (434) (132,569) (128,737)

高 年 齢 求 職 者 給 付 418 382 222,835 221,829
短 期 雇 用 特 例 求 職 者 給 付 68 65 225,468 201,929
日 雇 労 働 求 職 者 給 付 (5) (5) (70,545) (66,205)

就職促進給付（再就職手当及び就業促
進定着手当） 414 460 429,553 351,393

教育訓練給付 (一般教育訓練給付 ) 104 91 49,313 38,861
教育訓練給付(専門実践教育訓練給付) 94 91 147,719 140,439
教育訓練給付 (教育訓練支援給付 ) 41 40 262,534 231,971
雇用継続給付(高年齢雇用継続給付) (547) (540) (29,281) (28,334)

雇 用 継 続 給 付 ( 介 護 休 業 給 付 ) 24 25 290,301 265,851

　（注）　 1 　（　）内は、月平均受給者数又は 1 人平均給付月額である。
　　　　 2  　平成 19 年改正法第 4 条の規定による改正前の「船員保険法」（昭 14 法 73）第 33 条ノ 2 に

基づく失業等給付の追加給付分は含まない。

令和 3 年度における失業等給付費の支出状況を示せば、次のとおりである。

（単位　千人、百万円）

区 　 分

一　　般　　求　　職　　者　　給　　付

所定給付日数分 個別延長給
付等支給額

技 能 習 得
手当支給額

寄 宿 手 当
支 給 額

傷 病 手 当
支 給 額受給者実人員 支 給 額

3 　年　4　月 434 53,153 12,560 275 0 234
5 432 55,826 10,087 303 0 209
6 477 59,758 11,749 335 0 219
7 485 64,248 11,137 436 0 220
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（単位　千人、百万円）

区 　 分

一　　般　　求　　職　　者　　給　　付

所定給付日数分 個別延長給
付等支給額

技 能 習 得
手当支給額

寄 宿 手 当
支 給 額

傷 病 手 当
支 給 額受給者実人員 支 給 額

3 　年　8　月 490 63,164 12,380 454 0 222
9 467 60,876 14,074 431 0 229

10 438 57,171 15,019 438 0 248
11 426 53,688 15,786 452 0 227
12 408 56,441 14,437 424 0 221

4 　年　1　 396 49,661 14,481 394 0 216
2 376 44,844 11,748 385 0 194
3 377 52,086 11,958 390 0 233

3 　年　度　計 5,211 670,921 155,421 4,722 2 2,676
2　 年　 度 5,708 736,192 142,119 4,718 2 2,831

（単位　千人、百万円）

区　　　 分

高　年　齢
求職者給付

短期雇用特例
求 職 者 給 付

日 雇 労 働
求職者給付 就職促

進給付
支給額

教育訓
練給付
支給額

雇用継
続給付
支給額

受給
者数

支給額
受給
者数

支給額
受給
者実
人員

支給額

3 　年　4　月 54 9,519 8 1,676 5 289 11,580 3,903 14,038
5 62 15,893 2 726 5 452 15,837 1,761 14,820
6 34 8,686 2 463 5 311 17,346 1,757 16,139
7 28 5,968 2 471 5 322 14,856 900 16,267
8 24 5,815 2 377 5 402 14,210 1,902 15,208
9 24 5,454 0 135 5 303 12,035 852 15,988

10 27 5,563 0 61 5 336 13,910 6,304 15,293
11 28 6,558 1 242 5 303 14,152 1,862 15,354
12 21 4,564 9 1,825 5 275 14,186 2,234 15,273

4 　年　1　 23 4,498 19 3,696 5 504 11,083 948 15,143
2 26 6,146 9 2,265 5 250 10,322 1,881 14,216
3 25 6,127 5 1,271 5 382 13,936 1,490 16,404

3 　年　度　計 382 84,797 65 13,214 62 4,134 163,459 25,797 184,148
2　 年　 度 379 83,656 69 14,402 63 4,272 180,840 23,656 189,891

（注）　 1  　個別延長給付等支給額には、個別延長給付のほか、訓練延長給付、広域延長給付、地域
延長給付及び特例受給資格者が公共職業訓練等を受ける場合に支給する基本手当を含む。

　　　　 2  　平成 19 年改正法第 4 条の規定による改正前の「船員保険法」第 33 条ノ 2 に基づく失業等
給付の追加給付分は含まない。

平成 29 年度から令和 3 年度までの各年度における失業等給付費の支出状況を示せば、次のと

おりである。

（単位　千人、百万円）

区　　　　　　　分 29　年　度 30　年　度 元　年　度 2 　年　度 3 　年　度

一 般 求 職 者 給 付

受　

給　

者　

実　

人　

員

基

本

手

当

所定給付日数分 378 374 387 475 434
個別延長給付分 7 0 0 95 106
訓練延長給付分 16 15 16 15 14
広 域 延 長 給 付 0 ― ― ― ―
特 例 訓 練 0 0 0 0 0
地 域 延 長 給 付 ― 0 0 0 0

技
能
習
得
手
当

受 講 手 当 18 17 17 16 16

通 所 手 当 29 28 28 27 27

寄 宿 手 当 0 0 0 0 0
傷 病 手 当 1 1 1 1 1

支 給 額 583,920 580,037 610,904 885,863 833,743
高 年 齢 求 職 者 給 付
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（単位　千人、百万円）

区　　　　　　　分 29　年　度 30　年　度 元　年　度 2 　年　度 3 　年　度

受 給 者 数 247 286 303 379 382
支 給 額 53,596 63,168 67,519 83,656 84,797

短期雇用特例求職者給付

受 給 者 数 88 83 77 69 65
支 給 額 17,408 16,619 15,771 14,402 13,214

日 雇 労 働 求 職 者 給 付

受 給 者 実 人 員 5 5 5 5 5
支 給 額 4,596 4,214 4,451 4,272 4,134

就 職 促 進 給 付

受

給

者

数

就 業 手 当 5 4 4 4 3
再 就 職 手 当 409 416 424 393 356
就業促進定着手当 107 107 112 112 104
常用就職支度手当 3 2 3 2 3
移 転 費 1 2 2 2 2
求 職 活 動 支 援 費 7 8 8 5 5

支 給 額 170,101 178,059 186,759 180,840 163,459
教 育 訓 練 給 付

受 給 者 数
（一般教育訓練給付 )

99 92 90 90 91

支 給 額 3,807 3,488 3,527 3,534 3,570
受 給 者 数
（専門実践教育訓練給付 )

38 58 71 80 91

支 給 額 4,910 8,075 10,314 11,587 12,788
受 給 者 数
（教育訓練支援給付 )

27 32 35 37 40

支 給 額 3,803 5,319 7,178 8,534 9,438
雇 用 継 続 給 付

受 給 者 実 人 員
（高年齢雇用継続給付 )

550 544 544 550 540

支 給 額 174,337 176,915 179,256 183,924 177,563
受 給 者 数
（ 育 児 休 業 給 付 ） 342 363 381 ― ―

支 給 額 477,376 531,200 570,934 ― ―

受 給 者 数
（ 介 護 休 業 給 付 ） 15 18 21 22 25

支 給 額 4,991 5,555 5,992 5,966 6,584

支 給 額 計 1,498,848 1,572,652 1,662,609 1,382,584 1,309,294

　（注）　 1 　受給者実人員は月平均の人員、受給者数は年度計の人員である。
　　　　 2  　雇用継続給付のうち 2 年度以降の育児休業給付の受給者数及び支給額については育児休業

給付費の育児休業給付に計上している。
　　　　 3  　平成 19 年改正法第 4 条の規定による改正前の「船員保険法」第 33 条ノ 2 に基づく失業等給

付の追加給付分は含まない。

（ 2 ）　就職支援法事業費

「雇用保険法」第 64 条の規定による就職支援法事業として、雇用保険を受給できない者を対象

に、新たな技能や知識を身につけるための認定職業訓練の実施機関に対し認定職業訓練実施奨励

金の支給、訓練受講者に対する訓練期間中の支援のための職業訓練受講給付金の支給等のため、

12,676,822 千円を支出した。

平成 29 年度から令和 3 年度までの各年度における就職支援法事業費の支出状況を示せば、次

のとおりである。

（単位　百万円）

区　　　　　　　分 29　年　度 30　年　度 元　年　度 2 　年　度 3 　年　度

職 業 訓 練 受 講 給 付 金 5,908 4,745 4,125 4,720 5,785
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（単位　百万円）

区　　　　　　　分 29　年　度 30　年　度 元　年　度 2 　年　度 3 　年　度

認定職業訓練実施奨励金 7,008 5,936 5,134 4,920 6,069
そ の 他 事 務 費 等 2,474 1,760 1,306 810 821

計 15,390 12,442 10,566 10,452 12,676

（ 3 ）　育児休業給付費

「雇用保険法」に基づく育児休業給付費として、労働者が子を養育するために休業した場合にそ

の雇用と生活の安定を図るために支給される育児休業給付のため、645,172,051千円を支出した。

令和 3 年度における育児休業給付費の実績を予定と対比して示せば、次のとおりである。

区　　　　　　　　　分
受　給　者　数（千人） 平 均 給 付 額（円）

予　　　定 実　　　績 予　　　定 実　　　績

育 児 休 業 給 付 434 444 1,608,458 1,534,790

令和 3 年度における育児休業給付費の支出状況を示せば、次のとおりである。

（単位　千人、百万円）

区　　　分
育 児 休 業 給 付

受 給 者 数 支 給 額

3 　年　4　月 31 55,563
5 28 55,692
6 35 53,066
7 33 44,577
8 38 47,430
9 36 47,066

10 39 51,342
11 38 50,822
12 39 54,418

4 　年　1　 40 58,752
2 37 53,430
3 44 73,009

3 年 度 計 444 645,172
2 年 度 419 643,669

平成 29 年度から令和 3 年度までの各年度における育児休業給付費の支出状況を示せば、次の

とおりである。

（単位　千人、百万円）

区　　　　　　　分 29　年　度 30　年　度 元　年　度 2 　年　度 3 　年　度

育 児 休 業 給 付

受 給 者 数 ― ― ― 419 444
支 給 額 ― ― ― 643,669 645,172

　（注） 　元年度以前の育児休業給付の受給者数及び支給額については失業等給付費の雇用継続給付に
計上している。

（ 4 ）　雇用安定事業等

「雇用保険法」に基づく雇用安定事業及び能力開発事業として、雇用調整助成金の支給等のた

め、2,681,053,010千円を支出した。

平成 29 年度から令和 3 年度までの各年度における雇用安定事業等の支出状況を示せば、次の

とおりである。
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（単位　百万円）

区　　　　　　　分 29　年　度 30　年　度 元　年　度 2 　年　度 3 　年　度

労使関係安定形成促進費 398 398 402 404 384
男 女 均 等 雇 用 対 策 費 8,566 8,987 10,204 11,922 13,655
中小企業退職金共済等事
業費

6,317 6,744 6,557 6,344 5,924

個 別 労 働 紛 争 対 策 費 1,246 1,334 1,616 1,860 2,017
職業紹介事業等実施費 56,390 61,769 70,096 78,166 77,039
地域雇用機会創出等対策
費

74,414 81,312 74,292 3,088,689 2,327,870

高齢者等雇用安定・促進
費

177,093 188,612 177,947 212,896 192,053

職 業 能 力 開 発 強 化 費 49,080 49,597 49,491 53,636 53,701
若年者等職業能力開発支
援費

3,781 2,511 2,642 3,078 3,075

障害者職業能力開発支援
費

1,522 1,453 1,475 1,580 1,546

技能継承・振興推進費 4,240 4,554 4,790 5,269 3,783

計 383,053 407,277 399,518 3,463,849 2,681,053

（ 5 ）　独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構運営費

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構が行う業務のうち「独立行政法人高齢・障害・

求職者雇用支援機構法」（平 14 法 165）第 14 条に規定する業務の財源の一部に充てるため、同機

構に対し 67,097,634 千円の運営費交付金を交付した。

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構は、高年齢者等を雇用する事業主等に対する給

付金の支給、高年齢者等の雇用に関する技術的事項についての事業主等に対する相談その他の援

助、障害者の職業生活における自立を促進するための施設の設置及び運営、障害者の雇用に伴う

経済的負担の調整の実施その他高年齢者等及び障害者の雇用を支援するための業務並びに求職者

その他の労働者の職業能力の開発及び向上を促進するための施設の設置及び運営の業務等を行っ

た。

（ 6 ）　独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構施設整備費

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構が施行する訓練施設等の整備費に充てるため、

同機構に対し 3,838,618 千円を補助した。

（ 3 ）　徴　収　勘　定

この勘定は、労働者災害補償保険事業及び雇用保険事業の保険料徴収に係る収支を経理するため

設けられたものである。
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（Ⅰ）　歳入歳出決算の概要

（単位　百万円）

歳　　　　　入 歳　　　　　出

保 険 料 収 入

印 紙 収 入

一 般 会 計 よ り 受 入

一 般 拠 出 金 収 入

他 勘 定 よ り 受 入

雑 収 入

前 年 度 剰 余 金 受 入

2,608,092

188

222

3,980

65,558

1,344

19,049

業 務 取 扱 費

保険給付費等財源労災勘定へ
繰入

失業等給付費等財源雇用勘定
へ繰入

諸 支 出 金

予 備 費

計

35,545

850,789

1,758,483

36,665

―

2,681,484

計 2,698,436 翌年度の歳入に繰り入れる額 16,951

（歳　　　入）

　令和 3 年度における歳入予算額は 2,696,332,955 千円

である。

　この予算額に対し

　収納済歳入額は 2,698,436,569 千円

であって、差引き 2,103,614 千円

の増加となった。これは前年度において保険料返還金が予定より少なかったこと等により、前年

度剰余金受入が予定より多かったこと等のためである。

　本年度における収納済歳入額等を事項別に示せば、次のとおりである。

（単位　千円）

事 　 　 　 項 歳入予算額 収納済歳入額 　歳入予算額と収納
　済歳入額との差

歳入予算額に
対する収納済
歳入額の割合

（％）

保 険 料 収 入 2,614,028,589 2,608,092,002 △ 5,936,586 99
印 紙 収 入 188,350 188,966  616 100
一 般 会 計 よ り 受 入 222,819 222,819 ― 100
一 般 拠 出 金 収 入 3,895,311 3,980,562 85,251 102
他 勘 定 よ り 受 入 66,549,314 65,558,521 △ 990,793 98
雑 収 入 1,584,044 1,344,201 △ 239,842 84
前 年 度 剰 余 金 受 入 9,864,528 19,049,496 9,184,968 193

計 2,696,332,955 2,698,436,569 2,103,614 100

（歳　　　出）

　令和 3 年度における歳出予算現額は

　歳出予算額 2,696,332,955 千円

である。

　この予算現額に対し

　支出済歳出額は 2,681,484,687 千円

　不用額は 14,848,267 千円

であって、不用額は、失業等給付費等財源雇用勘定へ繰入において、雇用保険に係る保険料収入

が予定より少なかったこと等により、雇用勘定へ繰入を要することが少なかったこと等のため生

じたものである。
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　本年度における支出済歳出額等を主要経費別及び事項別に示せば、次のとおりである。

（主　要　経　費　別）　　 　　　　　　　　　　（単位　千円）

主　要　経　費 歳出予算額 歳出予算現額 支出済歳出額 翌年度繰越額 不　用　額
歳出予算現額
に対する支出
済歳出額の割
合　　　（％）

社 会 保 障 関 係 費

雇用労災対策費 2,615,799,151 2,615,799,151 2,609,273,532 ― 6,525,618 99
その他の事項経費 80,433,804 80,433,804 72,211,155 ― 8,222,648 89
予 備 費 100,000 100,000 ― ― 100,000 ―

計 2,696,332,955 2,696,332,955 2,681,484,687 ― 14,848,267 99

（事　　　項　　　別）　　 　　　　　　　　　　（単位　千円）

事 　 　 　 項 歳出予算額 歳出予算現額 支出済歳出額 翌年度繰越額 差　引　額
歳出予算現額
に対する支出
済歳出額の割
合　　　（％）

業務取扱いに必要な
経費 8,814,233 8,814,233 8,276,976 ― 537,256 93

労働保険適用徴収業
務に必要な経費 25,289,953 25,289,953 23,100,976 ― 2,188,976 91

石綿健康被害救済事
業に必要な経費 4,206,194 4,206,194 4,167,603 ― 38,590 99

保険給付費等の財源
の労災勘定へ繰入れ
に必要な経費

850,789,614 850,789,614 850,789,614 ― ― 100

失業等給付費等の財
源の雇用勘定へ繰入
れに必要な経費

1,765,009,537 1,765,009,537 1,758,483,918 ― 6,525,618 99

保険料の返還等に必
要な経費 42,123,424 42,123,424 36,665,598 ― 5,457,825 87

予 備 費 100,000 100,000 ― ― 100,000 ―

計 2,696,332,955 2,696,332,955 2,681,484,687 ― 14,848,267 99

（Ⅱ）　経費の概要及び事業実績

事業主等から徴収した労働保険料等の労災勘定及び雇用勘定への繰入れ並びに労働保険料等の徴

収事務に要した経費であって、本年度においては、労災勘定へ 850,789,614 千円を、雇用勘定へ

1,758,483,918 千円をそれぞれ繰り入れた。

なお、平成 29 年度から令和 3 年度までの各年度末における労働保険の適用状況は、次のとおり

である。

（事　　　業　　　数）　　 　　　　　　　　　（単位　事業）

区　　　　　　　分 29　年　度 30　年　度 元　年　度 2 　年　度 3 　年　度

労 災 保 険 適 用 事 業 数 2,828,062 2,851,699 2,858,309 2,911,191 2,950,453
雇 用 保 険 適 用 事 業 数 2,224,645 2,251,065 2,273,985 2,333,832 2,374,712

（労　　働　　者　　数）　　 　　　　　　　　　（単位　千人）

区　　　　　　　分 29　年　度 30　年　度 元　年　度 2 　年　度 3 　年　度

労災保険適用労働者数 58,361 59,567 60,433 61,344 60,681
雇 用 保 険 被 保 険 者 数 42,889 43,539 44,111 44,349 44,439
一 般 42,880 43,532 44,104 44,342 44,433
日 雇 9 7 7 6 6
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